
都市再興に向けたコンパクトシティの推進

定のエリアでの人口密度の維持や都市機能の計画的な配置の推

概算要求 税制要望

社会資本整備総合交付金
の内数 等

新規 都市再興に向けた都市機能
の整備のための特例措置の創設
（所得税・法人税・固定資産税等）

一定のエリアでの人口密度の維持や都市機能の計画的な配置の推

進を通じたコンパクトシティの実現に向けて、新たな仕組み（法制度と

税制・金融等を総合化した政策パッケージ）を検討する。
○骨太方針 第2章4．（１）
○日本再興戦略第Ⅱ．一．５．①、④

○都市における一定の人口密度を維持することで、医療、福祉、買物といった生活サービスの提供が維持○都市における 定の人口密度を維持することで、医療、福祉、買物といった生活サ ビスの提供が維持

されるよう、集約型の都市構造に向けた戦略を構築

・国は、都市の現状、今後の見通しや課題を明確にし、今後の都市のあり方を示すことが必要

・地域は、必要な都市機能を明確にしたビジョンを民間の意見も吸い上げながら作成する必要

○人口密度の維持に向けた戦略

住宅立地 住 替 を促す仕組 構築（土地利

ある程度の人口密度を維持
（全ての人を集めることを目指す訳ではない）

、 市機 吸 成

（地方都市の場合のイメージ）

・ 住宅立地、住み替えを促す仕組みの構築（土地利用
計画制度と誘導策のリンク）

・ 空き地の緑地活用等の支援空き地の緑地活用等の支援

○都市機能の計画的な配置に向けた戦略

・ 都市機能の計画的な配置（空き地の集約化・空きビ都市機能の計画的な配置（空き地の集約化 空きビ

ルの活用、除却）と、民間事業者による都市機能の整
備に対する税財政・金融支援

・ 公共交通関連施設への重点的支援公共交通関連施設への重点的支援

・ 公的不動産（学校・公民館・公的賃貸住宅・公有地
等）の有効活用の促進

都市機能（医療、福祉、商業等）の
計画的な配置を推進
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小学校区など複数の集落が集まる地域において、「小さな拠点」づくりを通じ、「ふるさと集落生活圏」として維 ○骨太方針

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成推進
概算要求 税制要望

拡充 4.2億円 －

小学校区など複数の集落が集まる地域にお て、 小さな拠点」 くりを通じ、 ふるさと集落生活圏」として維
持・活性化を図り、持続可能な集落地域づくりを推進する。 第２章 ４ （１）

背景 ～維持・存続が危ぶまれる集落の全国拡大～ 施策の方向性

○ 過疎地域等では、高齢化率が50％以上の集落が約16％、人口50人
未満の集落も約３割に及び、小規模・高齢化集落が増加

○ これら地域の2050年の人口減少率は約61％（全国平均約26％）

「小さな拠点」と「ふるさと集落生活圏」

＜現状（H25）＞

プランづくり段階 実施・活用段階

「小さな拠点」と「ふるさと集落生活圏」

【小さな拠点】 小学校区など、複数の集落が集まる地域において、商店、
診療所等の複数の生活サービスや地域活動を、歩いて動ける
範囲に集めた地域の拠点。下図の 色のエリア。

【ふるさと集落生活圏 】 小さな拠点と周辺の集落とを ミ ニテ バス
○集落地域において生活

ビ を

○廃校舎等の既存公共施設を

活用し、拠点施設整備を支援

○図書館機能や公民館機能等

【集落地域における
「小さな拠点」形成推進費】

【集落活性化推進事業】

【ふるさと集落生活圏 】 小さな拠点と周辺の集落とをコミュニティバス
等で結んだ圏域。小さな拠点に人々が集い、交流する機会が
広がることで、集落地域の再生を図る。 で囲むエリア。

サービスや地域活動を
つなぐ「小さな拠点」づく
りの推進
（ノウハウの蓄積・普及）

○図書館機能や公民館機能等

を集約し、地域活動の維持・

発展、公共サービスのワンス

トップ化の実現

＜H26年度拡充＞＋ ＋

「ふるさと集落生活圏」の形
成に必要な生活サービスを、

集落地域の再生を図るため、
上記の計画等に位置づけら

生活圏形成プログラム策定
調査

「小さな拠点」づくりの計画等が
ある場合

分野横断的にとりまとめた
生活圏形成プログラムを策
定、具体化を推進

上記の計画等に位置づけら
れた新たな機能を、一部導入
することも対象
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離島、奄美群島・小笠原諸島、半島を含む条件不利地域の支援

○骨太方針各地域振興立法に基づき 交通基盤の整備 産業の振興 地域固有の資源を活かした連携・交流の推

概算要求 税制要望

下記参照 下記参照

○骨太方針
第２章 ４ （１）

各地域振興立法に基づき、交通基盤の整備、産業の振興、地域固有の資源を活かした連携・交流の推
進等により、離島、奄美群島・小笠原諸島、半島地域等の条件不利地域の振興を積極的に推進する。

奄美群島・小笠原諸島離島地域 概算要求額 （奄美群島）：２７２．８億円
（小笠原諸島）： １５．５億円

概算要求額：５２１．１億円

○離島の防災機能の強化

災害時における離島の孤立防止や早期の復旧・復興等を目的
に、離島の防災機能の強化を図るため、地方公共団体の財政
負担を軽減する措置を講ずる。

●本土等との間に所得水準をはじめとする経済面・生活面での諸格差
●特に農業・観光・情報産業の振興により雇用機会を拡大し若年層の

人口流出を押さえ自立的発展の促進が必要

奄美群島の課題

（小笠原諸島）： １５．５億円

○離島活性化交付金

平成２５年度に創設された離島活性化交付金につき、「定住促
進」事業及び「安全安心向上」事業の拡充を行う。
【拡充】離島戦略産品の海上輸送費支援の対象品目数を

現行 品目から拡大 既存施設（廃校舎など）を

人口流出を押さえ自立的発展の促進が必要

●条件不利性に起因する課題への対応 ●旧島民の帰島促進
●世界自然遺産登録後、一層重要性を増した環境保全・再生

小笠原諸島の課題

○法延長・改正
・平成２５年度末に期限を迎える奄美群島振興開発特別措置法及び

小笠原諸島振興開発特別措置法を延長・改正し、平成２６年度以降

も引き続き振興開発を推進

現行の３品目から拡大、既存施設（廃校舎など）を
利用し、避難所等防災拠点施設として改修するた
めの事業を補助対象に追加

半島地域 概算要求額：０ ５億円 も引き続き振興開発を推進

○奄美群島の振興開発に係る交付金制度の創設
・自らの責任で地域の裁量に基づく施策の展開を後押しする仕組みで

ある交付金を奄美群島振興開発特別措置法に基づく制度として創設

○税制改正要望

○半島地域の振興

三方を海に囲まれ人口減少・高齢化の進行、

半島地域 概算要求額：０．５億円

・奄美群島の工業用機械等に係る割増償却の延長（所得税・法人税）

・（独）奄美群島振興開発基金の非課税措置の延長（所得税・法人税・登録免許税・印紙税等）

・小笠原諸島への帰島に伴う課税の特別措置の延長（所得税・不動産取得税等）

奄美群島（固有種：ｱﾏﾐﾉｸﾛｳｻｷﾞ）

三方を海に囲まれ人口減少 高齢化の進行、
地域コミュニティの弱体化などに直面する半島
地域において、基礎調査を実施するとともに

積丹地域のワークショップ・ 地域内に存在する多様な担い手が参画
し地域づくり活動が行われる基盤づくり

小笠原諸島（ﾎｴｰﾙｳｫｯﾁﾝｸﾞ）
江戸時代の紀行家の足跡をたどるツアー

し地域 くり活動が行われる基盤 くり
・ 半島に独特な地域資源を活用した取組

の高度化
等を推進
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○那覇空港は、年間の発着回数が１３万回を超えており、処理能力の限界が近づきつつあるため、平成25年度、滑走路増設事業に新規着手。現在進めている環
境影響評価法に基づく手続等が完了した後 現地工事を開始 なお 平成２６年度以降の予算については 予算編成過程において関係省庁間で可能な選択肢

那覇空港の滑走路増設事業の推進及び福岡空港の抜本的な空港能力向上の検討
概算要求 税制要望

空港整備事業 992.1億円の内数 －

境影響評価法に基づく手続等が完了した後、現地工事を開始。なお、平成２６年度以降の予算については、予算編成過程において関係省庁間で可能な選択肢
を幅広く検討し、所要の財源を確保することとしている。

○福岡空港は、国内の滑走路1本の空港としては旅客数・発着回数とも第1位。抜本的な空港能力向上のため、平成24年度より滑走路増設に係る環境影響評価
の手続を進めている。

○ 那覇空港滑走路増設の概要主要空港の利用状況（平成23年度）

・処理容量：13.5万回／年→18.5万回／年

・現地着工：平成26年1月
工事完了：平成31年末

２７００ｍ×６０ｍ

１

727

6,369

6,000

8,000

国内主要空港 旅客数（平成２３年度）

国際線

国内線

際内計

（万人）

・総事業費：約1,980億円

１
３

１
０

ｍ
5,642

193

1,520 1,325 1,355
375

1,291
452

2,420 89 255 50
990

0

424

2,612

1,609 1,580 1,405 1,365 1,291
875

0

2,000

4,000

現滑走路3000ｍ

・処理容量：14.5万回→18.3万回／年

○ 福岡空港滑走路増設案の概要

国内線タ ミナル

0
羽田 成田 新千歳 福岡 那覇 関西 伊丹 中部

４ ２ ２ １ １ ２ ２ １滑走路本数

3.7 
38.5 

30

40 

国内主要空港 発着回数（平成２３年度）

国際線
国内線

際内計

（万回）

国際線ターミナル

国内線ターミナル

・工事期間：約7年

※他に環境影響評価、用地買収、埋文調査

等の期間が必要

・概算費用：約1,800億円（民間事業含む）

現滑走路2800ｍ

国内線ターミナル

34.8 

12.3  12.8  12.3  10.7 

16.4 
1.8  0.7  0.0 

0.6 

7.7  3.0 

18.9 

14.2  13.6 
12.3  11.3  10.8 

8.2 10 

20 

30 

2
1
0
ｍ

概算費用：約1,800億円（民間事業含む）

2500ｍ×60m

国際線ターミナル

○ 年度別スケジュール

2.4  3.1  5.3 
0 

羽田 成田 福岡 那覇 伊丹 新千歳 関西 中部

４ ２ １ １ ２ ２ ２ １滑走路本数

空 港 名 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度平成25年度 平成27年度

那　覇 構想段階 施設計画段階

※  工事着手：平成26年1月　  工事完了：平成31年末

　　

福　岡 環境影響評価

調査段階（那覇空港の総合的な調査）

構想・施設計画段階

環境影響評価 工事段階

調査段階（福岡空港の総合的な調査）
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航空に係る公租公課の見直し

我が国航空会社の競争力の強化を通じた安定的なサービスの提供の確保及び我が国の航空ネットワークの充

概算要求 税制要望

－ 航空機燃料税の軽減措置の延長

我が国航空会社の競争力の強化を通じた安定的なサービスの提供の確保及び我が国の航空ネットワークの充
実の観点から、我が国の航空に係る公租公課の負担軽減や体系の見直しを講じる。

経済のグローバル化
アジアの急成長

国内的な人口減少・少子高齢化 厳しさを増す地方経済 利用者の利便性向上

①我が国航空会社のユニットコストは、諸外国と比べ依然高水準
②我が国の公租公課等は、航空会社からの徴収割合が高い
③大幅に縮小された国内航空ネットワークが「集中改革期間」後も回復に至っていない

現状の
課題

我が

我が国航空会社の
競争力の強化

アジアの急成長
国内的な人口減少 少子高齢化 厳しさを増す地方経済

我が国の
航空ネットワークの充実

安定的なサービスの

・航空会社の更なるコスト低減への企業努力を前提として、航空会社のユニットコストを低減させるこ
とにより我が国の航空会社の競争力を強化するとともに国内航空ネットワークの回復を図るための
公租公課の負担軽減の措置を講じる

・航空会社がイベントリスクに巻き込まれた際に費用の低減が可能となるよう、航空会社が着陸料を
固定的な費用として負担している構造を是正するための措置を講じる

施策

安定的なサ ビスの
提供の確保

固定的な費用として負担している構造を是正するための措置を講じる

我が国航空会社のユニットコストは、諸外国と比べ依然高水準
我が国航空会社の高コスト体質

14 ＜各国航空会社のユニットコスト（1座席を1km運ぶために必要なコスト）＞
(円/席・km) 我が国の公租公課体系としては、航空会社からの徴収割合が高い

我が国の公租公課体系の特徴

＜各都市主要空港における公租公課についての各主体による負担割合の比較＞

9.0 8.9 7.7 7.9
11.6 12.9 11.5

4
6
8

10
12
14

0%

50%

100%

旅客負担

航空会社負担

※国際線・Ｂ767‐300の
場合における比較

0
2

United British 
Airways

Emirates Singapore Korean 
Airlines

ANA JAL

国内航空ネットワークの縮小 230250 ＜地方航空路線数の推移＞

その上、我が国の着陸料は機体の重量に応じて徴収する体系であるため、
航空会社にとって固定的費用となっており、需要減少局面で負担となる※上記本邦航空会社のコストのうち、公租公課は10％程度

大幅に縮小された国内航空ネットワークは回復には至っていない

国内航空ネットワ クの縮小 230

210 211

190
210
230
250

H22 H23 H24 ・ ・

＜地方航空路線数の推移＞

国内航空ネットワークの回復
による利用者利便の向上を図る
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地方航空ネットワークの確保
概算要求 税制要望

下記参照 下記参照

地方航空ネットワークの安定的な確保を図るため、条件不利地域の交通基盤の維
持、地域における路線維持・充実の取組に対する支援等を実施する。

○骨太方針 第２章４
（１）、第３章３（２）①

１．離島運航費補助の拡充等

・ 現行の離島運航費補助制度について、人の往来及び物資の流通に要する費用の低廉化の観点にも配慮して、補助対象路現行の離島運航費補助制度について、人の往来及び物資の流通に要する費用の低廉化の観点にも配慮して、補助対象路
線の要件緩和や島民運賃割引補助の拡充

・ 今後の機材更新需要に適切に対応した機体購入費補助の増 概算要求額：地域公共交通確保維持改善事業 372.0億円の内数

離島航空事業助成 12.9億円

２．自治体等の地域の関係者による路線維持の取り組みを国が支援する仕組み

・ 地域が自らのニーズに基づき主体的に路線維持に取り組むことを前提として、路線の需要や代替交通機関の利便性等から
対象路線を判断し、当該路線を抱える地域のモデル的取組に対して国による一定の支援を実施

概算要求額：5.0億円【新規】

３．地方航空ネットワーク上重要な小型機運航の支援のための措置

地域航空で使用頻度の高い小型機材について その活用や更新に対応した公租公課等（着陸料 航行援助施設利用料・ 地域航空で使用頻度の高い小型機材について、その活用や更新に対応した公租公課等（着陸料、航行援助施設利用料、
固定資産税）の見直し

税制：国内線に就航する航空機に係る特例措置の延長（固定資産税）【拡充】
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公共交通機関等におけるベビーカー利用の円滑化、ホームドアの整備促進

○ 公共交通機関等におけるベビーカー利用の円滑化を図るため、ベビーカー利用に配慮する統一的なマークの作成、ベビー
策 ビ ビ 醸

概算要求 税制要望

下記参照 下記参照

カー利用ルールの策定、ベビーカー体験教室等を開催し、ベビーカー利用者、非利用者双方の配慮や理解の醸成を図る。
○鉄道駅ホームにおける旅客の接触転落事故等に対応するため、ホームドアの設置を促進するとともに、新たなタイプのホーム

ドアの技術開発を推進する。

ホームドアの整備促進ベビーカー利用の円滑化 概算要求額：０ ４億円の内数【新規】

・物理的なバリア・・・バリアフリー施策の進展に伴うベビーカー利用の増加
による、エレベーター利用時の滞留やスペース不足

○現状と課題

ホ ムドアの整備促進ベビ カ 利用の円滑化

○ホームドアの整備

概算要求額：０．４億円の内数【新規】

税制：鉄道駅のバリアフリー化に係る特例措置の延長（固定資産税等）

概算要求額：380億円の内数

・心理的なバリア・・・ベビーカーの利用者と非利用者の意識の違い

ベビーカー利用のルールの策定、統一化したマークの普及等、
ベビーカー利用者に対する配慮や理解の醸成が必要

ホームドアの整備について、「ホームドアの整
備促進等に関する検討会」の中間とりまとめ等を
踏まえ、1日あたり利用者数10万人以上の駅を
優先的に推進する。

ベビーカーマーク
統 化の検討

○検討の方法
ベビーカー利用の促進に向けた

取組の実施

（ベビーカーマークのステッカー、

優先的に推進する。

ホームドア設置の課題に対応する新たなタイプのホームドアの技術

○ホームドアの技術開発 概算要求額：４億円の内数

統一化の検討

統一化したベビーカー
マークの策定

○広く国民に啓発するためのシンポ
ジウム等の開催

○バリアフリー教室を利用し、ベビー

検

討

、
ポスター、パンフレットの作成） 開発を推進する。

マルチドア対応
ホームドア

昇降バー式 昇降ロープ式

マ クの策定

ベビーカー利用の現状
と問題点の整理、

策

○バリアフリ 教室を利用し、ベビ
カー利用の立場や安全性ルール
を理解・習得してもらうための体
験・プログラムを実施

委

員

会 ドアの開き方により 従来のホ ムドア部分を昇降するバ やルールの策定

バリアフリー法に位置づけられた
「心のバリアフリー」の拡大、普及

会 ドアの開き方により、
車両扉位置の相違に
対応可能。

従来のホームドア部分を昇降するバーや
ロープとすることで、開口部を広くし、複数の
扉位置に対応可能。また、軽量化により、設
置時のコスト低減が可能。
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超小型モビリティの導入促進

超小型モビリティの普及や関連制度の検討に向け 成功事例の創出 国民理解の醸成を促す

概算要求 税制要望

拡充 ４．２億円 ―

超小型モビリティの普及や関連制度の検討に向け、成功事例の創出、国民理解の醸成を促す
観点から、地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体となった先導導入や試行導入の優
れた取組を重点的に支援する。

○日本再興戦略第Ⅱ．二．テーマ
１．③、テーマ２．③

人口減少 少子高齢化時代に向けた 超 ビリテ の導入により期待される効果

「超小型モビリテ

人口減少・少子高齢化時代に向けた
創造的イノベーションの提案

～クルマ、まちづくり、ライフスタイルの調和的革新に向けて～ ① 省エネ・低炭素化への寄与

② 生活交通における新たな交通手段の提供、

超小型モビリティの導入により期待される効果

「超小型モビリティ」
自動車よりコンパクトで、地域の手軽な移
動の足となる１人～２人乗り程度の車両

（エネルギー消費量は、通常の自動車に比べ１
／６ （電気自動車の１／２）程度）

新規市場・需要の創出

③ 子育て世代や高齢者の移動支援

④ 観光地や地域活動の活性化を通じた観光・地域振興写真：日産「ニューモビリティコンセプト」写真：日産「ニュ モビリティコンセプト」

地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体となった先導・試行導入の加速地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体となった先導・試行導入の加速地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体となった先導・試行導入の加速

規制改革：公道走行をより簡便な手続きで可能とする新たな認定制度を創設（平成２５年１月）

幅広 方 実際 車 を だき

地方公共団体等の主導によるまちづくり等と 体となった先導 試行導入の加速
（超小型モビリティの特性・魅力を引き出し、かつ創意工夫にあふれる優れた取組を選定し、重点的に支援（※））

※事業計画を公募、外部有識者により評価。優れた計画を選定して、重点的に支援。※事業計画を公募、外部有識者により評価。優れた計画を選定して、重点的に支援。

地方公共団体等の主導によるまちづくり等と 体となった先導 試行導入の加速
（超小型モビリティの特性・魅力を引き出し、かつ創意工夫にあふれる優れた取組を選定し、重点的に支援（※））

地方公共団体等の主導によるまちづくり等と 体となった先導 試行導入の加速
（超小型モビリティの特性・魅力を引き出し、かつ創意工夫にあふれる優れた取組を選定し、重点的に支援（※））

※事業計画を公募、外部有識者により評価。優れた計画を選定して、重点的に支援。

＜先導・試行導入に係る事業計画の実施費用（車両導入、事業計画立案及び効果評価費等）の１／２（民間事業者等にあっては１／３）を補助＞

超小型モビリティの特性を最大限活かした

「成功事例の創出」

幅広い市民の方々に実際に車両を見て乗っていただきつつ

「生活・移動スタイル再考機会の創出」
「広範な国民理解の醸成」

幅広い普及に向け社会受容性を高めつつ、車両区分等関連制度の整備、これを活用した低炭素・集約型まちづくりに関
する検討を加速。超小型モビリティの市場を創出。

※ 都市局「先導的都市環境形成促進事業」、住宅局「環境・ストック活用推進事業」等との連携を予定
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スマートウェルネス住宅・シティの実現

既存の「高齢者対応」の概念を超え、省エネ、バリアフリー、生活拠点集約化等、安全・安心・健康で
住み続けられる「スマ トウ ルネス住宅 シティ」を実現する

概算要求 税制要望

新規・拡充等
959.4億円

認定低炭素住宅の特例措置の延長（登免税）

○骨太方針 第２章４（１）
○日本再興戦略 第Ⅱ 一 ５ ④

①サービス付き高齢者向け住宅等の整備とあわせ、高齢者等が保有する
住宅のリフォームの支援

②高齢者等が保有する住宅等の資産を活用（資金化・流動化）

ビ

【中古住宅流通・リフォーム促進等の住宅・不動産流通市場活性化 参照】

住み続けられる「スマートウェルネス住宅・シティ」を実現する。 ○日本再興戦略 第Ⅱ.一.５.④、
二.テーマ１.③

民間活用により不足している住宅系の高齢期の住まいを確保
（補助・融資・税による支援を行い、民間による供給を促進）

120 0004 000
棟数（左軸） 戸数（右軸）（棟） （戸）

【サービス付き高齢者向け住宅の登録数推移】

③公的不動産（市役所、学校跡地、公共住宅団地等）を活用した、PPP
によるリーディングプロジェクトの実施・まちづくりの推進

サービス付き高齢者向け住宅の整備

2020年までに3~5%に

【首都圏での高齢化の伸び率
（後期高齢者の人口増加率）と大規模団地】

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000

114,315戸

3,543棟

デンマーク
(2006) 

施設系

4.4 %

2.5% 8.1％

3.7％英国(2001)

日本(2005)

8.0％

10.7 %

11.7 %

0.9％3.5％

年までに に
（住生活基本計画
（H23.3閣議決定））住宅系 今後高齢化が急速に進展する大都市近郊

地域は公的賃貸住宅団地の立地と重複 公共住宅団地は日本の超高齢社会の課題を
先取り

約１０年後には 後期高齢者

団塊層

00
500

持家等のバリアフリー改修、断熱・省エネ改修

4.0％ 2.2% 6.2 %米国(2000)

2025年における後期高齢者
(75歳以上)人口の増加率
（指数 2005年＝100）

1000戸以上団地

公営住宅

公社住宅

ＵＲ都市機構住宅

～150
～175
～200
～225
～250
～275
～300
～325
～350
351以上

安心・安全に住み続けられる住宅のため 医療・介護等と連携し ICTを活用

団塊j r層

H22
UR定期調査

H22
国勢調査

入居者のためだけでなく介護を受けやすいよう
バリアフリー改修等を実施

断熱・省エネ
改修

【交通事故死と家庭内事故死の比較】

家庭内事故死は増加

医療・介護・看護や、高齢者・障害者・子育て世帯等の多世代交流の拠点整備

・公的賃貸住宅団地を活用したPPPによるリーディングプロジェクトの実施
・公的不動産を有効に活用したまちづくりを行う地方公共団体を支援

安心・安全に住み続けられる住宅のため、医療・介護等と連携し、ICTを活用
した見守り等や、住宅の省エネ・バリアフリー化等を行う取組を支援

介護居室

家族の生活
スペース

サービス付き高齢者向け住宅

医療・介護・看護や多世代

在宅サービス

医療・介護・看護や多世代
交流の拠点整備

「スマートウェルネス住宅等推進事業」や、省エネ、木造住宅・建築物の整備の推進等により上記の取組を支援。
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地域公共交通の充実を図るための新たな制度的枠組みの構築等

○高齢者・生徒の移動手段を確保するとともにコンパクトシティの実現による地域経済の活性化を図るため、公

概算要求 税制要望

拡充 372.0億円
復興庁一括計上分を含む

下記参照

地域 交 充実を め 新 な制度的枠組 構築

共交通の充実が必要である。

○地域の関係者が主体となり、適切な役割分担と合意の下で地域の交通網に係る計画を策定し、公共交通の

充実を図る仕組みを構築するとともに、当該計画の策定等を支援する。

○骨太方針第２章４（１）
○日本再興戦略第Ⅱ．

二．テーマ１．③

地域公共交通の充実を図るための新たな制度的枠組みの構築
（地域公共交通活性化・再生法の改正）

○ 現状の課題

高齢化社会に対応した移動手段
○ 今後の方向性 地域の活性化等の成長戦略も踏ま

地域公共交通確保維持改善事業

高齢化社会に対応した移動手段
の確保等が必要 (1)官民の連携による地域交通網の再編等

に係る交通計画の策定と合意形成を促進
(2)計画の実現力を高めるための措置
（関係法令の特例など）

地域の活性化等の成長戦略も踏ま
え、多様な関係者の連携により、地
域公共交通の確保・維持を図るとと
もに、地域公共交通の改善に向けた
取組みを支援する。17.8 35.3 47.0 

どちらともいえない

ない

・日常生活における公共交通の不自由感

・交通事故による高齢者の死亡事故比率の増加

（関係法令の特例など）
(3)安全かつ効率的な輸送サービスを確保

するための措置

・地域の特性に応じた生活交通の確保維持

取組みを支援する。

○支援内容0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある

出典：「公共交通に対する国民の意識に関する調査」（国土交通省）

全体に占める高齢者（第１当事者）死亡事故比率

○ 高齢者・生徒をはじめとする

地域住民の移動手段の確保

○ 地域経済 社会の活性化

期待される効果 ・快適で安全な公共交通の構築

・公共交通の充実を図るための

計画策定等の後押し
9.0%

14.0%

19.0%

24.0%

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

全体に占める高齢者（第１当事者）死亡事故比率

出典：交通事故統計 ○ 地域経済・社会の活性化、

コンパクトシティの実現等コンパクトシティの実現 ・被災地のバス交通等に対する

柔軟な支援市街地の拡散による都市問題の発生

移動しづらい

出典：交通事故統計

（富山市のLRT） （連節バス）

行政コスト増大

空洞化による
都市の活力低下

公共交通を軸とした
人々の安心・安全な
移動の確保が必要

税制：鉄道駅のバリアフリー化、地域鉄道の
再構築事業に係る固定資産税等の特例
措置の延長 等
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ビッグデータを活用した利便性の高い公共交通サービス等の創出

ビッグデータ及びICTの活用により、人（地域生活者、旅行者等）の移動ニーズを詳細 ○日本再興戦略 第Ⅱ．一．４．③、
中短期 程表 ③

概算要求 税制要望

０．１億円 －

主な取組内容

に把握・分析し、利便性の高い新たな公共交通サービスの創出等を図るとともに、イ
ンバウンド観光等の分野においても活用を推進する。

中短期工程表二．テーマ１．③
○科学技術イノベーション総合戦略工程表
次世代インフラ（３）
「世界最先端ＩＴ国家創造」宣言 Ⅲ１（１）、Ⅲ２（４）

ビッグデータ
の活用

移動・利用情報
買物情報

乗降情報等
ＩＣＴの活用に

より情報取得
スマートフォン ＆
アプリケーション

ＳＮＳ
ＧＰＳデータ

○ 乗降情報やＧＰＳ情報等の膨大な交通データ（ビッグデータ）や、

ＩＣＴ機器を活用して収集する情報等から、今まで詳細に把握で

きなかった人の移動ニーズを把握・分析する手法を確立し、公

共交通の活性化や新たな公共交通サ ビスの創出等を図ると

ＩＣＴ・ビッグデータによる情報収集・分析

交通分析システム

共交通の活性化や新たな公共交通サービスの創出等を図ると

ともに、インバウンド観光等の分野においても活用を推進。

○ 政府の検討に合わせ、個人情報保護の観点からの取扱方針の

検討・整理を行い、自治体や地域の公共交通事業者において、

自治体や地域の公共交通
事業者がシステムを活用 定時性・速達性の

向上を図ったBRT
の導入 ●公共交通を補完するライドシェア ●ＢＲＴの導入等の効率的な交通手段の検討

交通事業者地⽅⾃治体交通分析システム
のモデル構築

（自治体や地域の公共交通事業者が創出する新たな公共交通サービス等のイメージ）

検討 、 治体 域 通事 者 、

データを利活用できる環境を整備。

の導入

役場病院
ＢＲＴ駅

乗合バス乗合バス

ＢＲＴＢＲＴ
（バス高速輸送システム）（バス高速輸送システム）

郊外
駅周辺や住民の居住地の自転車利用

状況をＧＰＳより解析し、レンタサイクル

の効率的な配置を検討。また、交通状況

・駐車場の利用情報等を把握し、公共交

通を補完するレンタルシステム等を構

築

郊外やベッドタウンにおける生活

拠点間を連絡する需要に応じた

効率的な交通手段の検討や、

ＢＲＴの導入。

●公共交通を補完するライドシ ア ●ＢＲＴの導入等の効率的な交通手段の検討

バス タクシ の

電車電車

高齢者向け高齢者向け
巡回バス巡回バス

自宅
駅前

商業施設
タクシータクシー

築。

終電以降における人の流れ、終電時間と
・高齢者の生活状況やニーズを分析し、
ニーズに即応した柔軟な巡回バスを運行。

●需要に応じた夜間交通の確保 ●地域密着型デマンド交通

ライドシェアライドシェア
観光スポット

ライドシェアで

街中の観光スポット
を気楽に散策

移動ニーズを詳細に把握、利便性の高い新たな公共交通サービス等を創出

バス・タクシーの
効率的な活用

自宅 商業施設 終電以降における人の流れ、終電時間と

他交通機関との接続状況を分析し、深夜

におけるバス・タクシー

の効率的な活用を検討。

ズに即応した柔軟な巡回 スを運行。

・子育て支援対策として、塾、
病院、保育所等、保護者の
行動パターンを分析し、
多目的なルートで活用
出来る効率的なデマン
ド交通の検討
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